
（社）日本都市計画学会都市計画論文集 No. 41-3 2006年 10月
Journal of the City Plαnning Institute of'J，αpαn No. 41-3, Octobe1; 2006 

49. 郊外大型店出店許可プロセスにおける審議会等の役割に関する課題
～宮崎市市街化調整区域での開発許可経緯を事例として ～

Issues Concerning Roles of the Advisocy Councils in th巴 Process of Development Pennission of Large-Scale Shopping
Cen旬:rin也e Urbanization Con仕olArea,Miy田北i City

吉武哲信＊，出口近士六梶原文男林，阿部成1台＊＊＊
Tetsunobu YOS団TAKE*, Chikashi DEGUC日へ Fumio KA刀WARA林

組d Joji ABE*** 
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諮問機関，ブ型ショッピングセンタ ー， 開発許可，f新七調整区域

1. はじめに
近年， 都市計画区域外， 都市計画区域内の用途白地， あ

るいは市街化調整区域でのブゼ型、ンョッピングセンタ ー＇（SC)
の立地が全国で数多く見られる． これに関し，中心市街地
の衰退J環境そ骨止等との関漣て多くの問題が議論されて
おり，また，平成18年にまちづくり3法も改正された． ただ
し改正案I ）に対しても既に問閣が指摘されている2)

_

ところで，宮崎市では平成17年5月に九州最大級制型商
期搬（イオン宮崎SC)が市街化調整区域内で開業した． 本
施設の立地にあたっては岡市の総合計画， 都市計画マス
タ ープラン， 中心市悌断出じ基本計画等の他の計画や，

県の市梅化区域及び市街化調整区域の整備，開発又は保全
の方金村以降，整・開・保）との整合ti，周辺市町村との関
係， 開発許可に至るプロセス等に多くの課題を残した． こ
れらについては，阿部ら3）が開発許可に至る経緯を，明石-4)

は特に広域的調整の観点から払噛を整理している．
本研究ではまず，先千i2論文，公表資料およひ害者らが収

集した資料を踏まえながら， 宮崎市市街化調整区域以降，
調整区駒内での大型SC立地許可に至るプロセスを整理し，
宮崎市による許可プロセスの糊数を概観する 次いで，特

に総合計画審議会〈総言博酌を中心とした都市計画に関わる
各種審議会キ審査会と行政事務局との関係、に着目し，諮問
機関の一般的な設置目的とされている， a）民意の反映もし
くは行政の民主化，b）行政における利害調整，c）行政の専
門化への対応の観ザ）を踏まえ，都市政策の「手続き」から
見た今後の審議会のあり方を考察することを目的とする．
なお，a）～c）の意味を明確にするため，以降，a）については，
政策決定プロセスにおける民間人の参加という意味で「政
策立案または行政判断のチェックと 公定化；J' b）については，
政策内容に関する「関係各界の利害調理E，およひ、）は，行

］＆課題の専F牝，複雑化する内容に対する「専門的知識の
導入」と表現する．

本研究で扱う宮崎市のブ型SC出店の「手続きjを分析す
ることは，個別詳細の条件が異なるとしても，全国の他の
出或でも多く発生している出店問題を考える際に，今後の
対応を準備する基礎的資料となると考える．

なお，本研究は調整区域1；：�scの立地許可を行なった
ことの是非や多くの立場で異なる賛否の評価を問うもので
はなく，許可までの過程における諮問機関等の運用のあり
方に関し検討するものである． また，諮問機関の機能や運
用に関する議論は古くからあるが5），特定案件に関する諮問
機関の運用に関し詳細に検討した例は見られない．さらに，
諮問機関等に関する課題は，まちづくり3法改正が直張対象
とするものではないため改正後も引き続き残されると言え，
この時期に検討しておく必要性は大きいと考えられる．

2. ショッピングセンタ ーの概要と開発許可の経緯
(1）イオン宮崎ショッピングセンタ ーの概容

図－ 1に示すように，イオン宮 崎SCは， 宮崎市中心市街

図 － 1
＊ 正会員宮崎大学工学部土木環境工学桝 (University ofMiy也記）
料 正会員 大分県土木建築部（Oita Prefectur官）
＊料正会員福島大学人開発達文化学類σlOO.店himaUniversity) 
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表－ 1 宮崎市へのイオン進出許可に関わる樹皐

2001 
4月22日lイオンゲJレ－

5月11日地権者
6月20日｜土地交渉委員会 ｜市職金に賛成締鳳

｜まちづくり協膿会他叫）｜市臓会に反対情願
7月10日｜イオンモール ｜宮崎イオンSC出店計画を市長に提出

宮崎市 ｜イオンSG対策会緩霞置
周辺13市町村 ｜イオングループSG対策会臓霞置

7月11日｜宮崎市臓会 ｜推進 ！ 反対の楕厩を審麟（継続審搬）
2001.9.21 第2回審臓（継続審擁）
2001.12.14 第3困審臓（継続審膿）
県，市へ建般を隠めないよう陳情
進出に伴う影響の中間報告

日I 1月16日周辺13市町村
11月官帽市

2002年
2月1日｜寿屋 ！休業

E月27日｜宮崎市 ｜市民フォ ラム開催
3月12目｜宮崎市長 ｜市機会答弁（寿屋山形屋に条件）

6月4日｜まちづくり協纏会他判）｜舟屋に約30難者の肉踏を表明
7月16日｜宮崎市長 ｜イオン宮崎SG受け入れ表明（市強会全員協畿会）
7月30日｜まちづ〈り協機会他判）｜質問状提出（市長判断撤回）
8月5目｜周辺13市町村 lイオン容認撤回を要望
9月4日｜まちづくり協績会他判l I意見書提出（イオン容認は違法）

9月19日l宮崎市櫨会 lイオン推進諸圃療援択
叩月～

｜

宮崎市

｜

総合計画（1997.12）.都市マス（1996的改訂作集に漕手
初日2.10.7 第1回総合計画審踏会

第 1園都市マス策定検討委員会
2002.11.14 第2回都市マス簸定検肘委員会
初02.12.13 第2回総合計画審損金

第3園都市マス策定検討委員会
2003.1.28 第3回総合計画審臓会
認単.ill

ー

情願書提出｛総合計画に十分主審騒をするζと）
市総合計画的一部改正を可決
総合計画，都市マス改訂
住民監査精求（総合計画 I 都市マス改訂支出公童の返還）
住民監査情求棄却
開発許可由事前指導開始

農地転用を許容｛イオンモールが開発概要説明）
欄業
計画見直しと開発審査会前田公聴会開催要望を市に鍵出
開発許可田本申締
『公聴会を開か指いJことをまちづくり協強会に回答
開発内容を了承
イオンSG開発許可

ー田島百
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に対L大店立地法による届け出
都市計画区域マス台ープラン決定
開発許可取り消しの審査情求
宮暗県大規膚小売店舗立地審鶴会
2004.11.11 第1回
Z凹4.12.1 第2回
Z凹4.12.12 第3回
審査情求却下（審査適格なし｝

III

地の東部約2kmfこイ立置する， 市街化区域境界に近接した調
整区域内の地区に立地したSC出核lモール形式で，勝血
面積l卯，669m2(l）， 商業施設面積77,355m2（シネコン，飲食を
含む）と九州、｜でも最大規模のSCであるの． 従前の土土師JJ用は
農地であるが， 農振法上は白地で、あった． 当該地区は宮崎
港や中心汁唯抄也に近く，交通アクセスも比較的良好であり，

農振白地の背景には， 地元脳雀者も将来的には何らかの開
発を期待していたことがある（2） ＿ 現に，調整区域内である
SC地区周辺では，既に中央卸売市場， 2つの総合病院が展
開し， 都市的土生師u用が進展していた加えて， 中央卸売
市場南側の朝l府川対岸地区では，東部第二区直陸理事業
がil!1託子中であり，SC周辺の開発ポテンシャルを高めている．
(2）宮崎市による開発許可の経緯

表 1に，イオン宮崎SCの開発許可に関わる樹撃を整理
したここでは許可権限者である宮崎市の対応を軸に， 出

店計画発表～現庖を4期に区分し，それぞれの期を概説する．

・塑塑．出店計画の公表（2001.4）以前とする. 1997年に一

度， イオンは出店構想、を発表したが地権者の反対によって

断念している． その後， 宮崎市は第3次総合計画(1997.12),

都市計画マスタ ープラン（以降， 都市マス）（1998.8）， 中心市

街地活性化基本計画(1998.12）， 商業振興ビジョン(1999.3)

を相次いで策定した． これら計画では， 宮崎市橘通周辺を

中心市信地としその活断七が目指されており， イオン宮

崎SC立地箇所は商業 その他の開発地域として位置づけら

れてはし、ない． また， 県の整・開・倒1999.9）でも，橘通周
辺が広域商圏の核として位置づけられており， イオン宮崎

SC立地衛庁は商業地とされてはし、なし＼

－筆E塑：I期以降から市長の受入表明 （2002ηに伴う各界

の 反応まで（2002.9）とする イオンの出店計画に対する賛

成・反対派の請願，周辺13市町（イオングループショッピン

グセンタ ー対策会議． 以降， AGSC対策会言動の立地不認可

の陳情， 市議会での審議の後， 市はイオン進出に伴う影響

を調査し，市民フォ←ラムを開催した（2002.2）. なお， フォ

ーラム開催直前に， 中心市街地内の寿屋が全面休業した

(2002.2）ことに留意する必要がある． フォー ラム直後，市長

は， 寿屋の再生， 山形屋の増床がなされる場合はイオン出

店を許可しないというイオン出店可否の判断基準を表明し
た（2002.3）. しかし，寿屋再生の見込みが立たないとの判断
から，市長はイオン容認を表明した（2002.7）. また， 市長判

断を受け， まちづくり協議会・商店制襖祖鑓合会の質
問状・意見書， AGSC対策会議の容認撤回要望の提出があ

ったが，市議会は捲隼請願を採択した（2002.9).

－筆E塑：市がイオン受け入れのための総合計画， 都市マ
ス改訂作業を行なった時期で、あり，また商業者l名が市長判
断によって寿屋再開が遅れたことによる損害に関し損害賠
償請求訴訟を起こし（2003.1）， まちづくり協議会等の関係者

13名が総合計画， 都市マス改訂に対する支出の遁塁を求め
る住民監査請求｛2003.3）を起こすなど，反対者が法的対抗措

置を開始した時期である．ただし，住民監査請求l担003年4

月に棄却された． その後，開発許可の正式申請｛2004均， 開

発審査会の許可（2004.5）を経て， 宮崎市は開発を許可した
(2004.5）. 同日， 農林水産省は農地転用を許可している．
－筆宣塑；商店主15名による開発審査会への開発許可取消

し審査請求。004.7）から請求却下｛2004.11），開発許可大規模

小売店舗立地審議会（以降，大店立地酌での審議2004.11～

12）， 商店主11名による開発許可取消しを求める行政訴訟
(2004.2）から損害R剖篇青求訴訟の和解（2005.10）の時期と位
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置づける．平日解内容の骨子は，被告宮崎市は商業者をまち
づくりのパートナーとして認め， 中心市街地滑｜到七に一層
努力すること，原告は行政訴訟をとり下げることで、あった．
なお， イオンSCのグランドオ」プンは5月19日であった．

3.開発許可に至るプロセスの問題点
(l）市の判断を先行させる制度選択

阿部ら3）や明石吋2指摘したように， 本事例では， 宮崎市
が中核市であり， 調整区域内での開発許可権限を有してい
たことに大きな鞘教がある． しかし， 市の意向によっては
県が関与する倣且みを濁尺することもできた． たとえば，
市街化区域編入を前提として， 県の内諾を得た上で総合計
画キ都市マス改訂作業に着手する選択肢もあった． これに
対し市は， 「市街化区嚇電入を先にするのではなく，都市マ
スに位置づけたものが都市計画法の開発許可のまな板に乗
るか否かという判断をする」との意を，第2回都市マス策定
検討委員会（都市マス策定委）で述べているη．

また， 市はイオンSCを 「商業施設」 ではなく， 「レジャ
ー・交流拠点」として総合計画，都市マスに位置づけた8

\9)_

商業施設として位置づけると， 商業系の用途士似謝旨定， す
なわち市街化区場編入の議論が必要となり， 県の判断が求
められる． さらに， 中心市働舵広域商業の核とする県の
整 ・ 開・保に明示的に不整合となり， 県との問で商業フレ
ームの調整が必要となったと考えられる．

以上を踏まえると， 市は， 開発許可制度を用いることに
よって， 県との調整や整 ・ 開 ・ 保との整合性の問題を回避
し得たと言えよう． なお， 整・開・保との不整合の問題に
ついては， （4）節で改めて触れる．
。）諮問機関等への諮問と運用に関する課題

本事例では， 開発許可を行なうために総合計画， 都市マ
スが改訂され， それぞれ総計審， 都市マス策定 委が広義の
諮品嚇聞として， 改訂プロセスで重要な役割を担った．

表－
I に示すように， 総計審， 都市マス策定委は市長の

政策判断後に開催された． 第l回総言博甑2002.10）聞ではこれ
が問題となり，「イオン容認の是非を含め検討すべきではな
い州との 委員意見に対し， 事務局は 「ブ型SC出店を認め
る政策判断をしたので， その方向で総合計画の一部改訂を
行なう． その原案について市長が審議会に諮問し，審議会
で意見を頂き答申いただく」旨の説明をしている． また，
直後に行なわれた第 l 回都市マス策定委ηでは，委員から 「政
策判断に至った樹齢検言納容について説明がない． 検討
すべき事は多々あるのではないかJ旨の意見に対し， 明確
な回答ほされていない さらに 委員会では政策判断の根拠
資料の提出が求められたが， それは結局なされなかった．

また， 総言曜に対する諮問が「総合計画の一部改訂」 に
ついてで、あったことにも留意する必要がある． 委員からは
「都制誇造，税収や雇用，環境そ樹止といった面からの総
合的な検討が必要jとの旨の意見が出されたが（第1,2町 lへ
それらについての審議は， 諮問していないとの理由でなさ
れなかった． 結局，総合計画（基本計画の健康樹朗日市（第l
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編），術直環境都市（第2誠司，教育文化都市（第3編）， 市町車
携都市（第6備は改訂されず， 改訂されたのは，産業創造部
市（第4$捕の中の 「新たな時代に対応した力強し 、商工業の振
興J （第2章）と交流拠長都市（第5織の「魅力ある市倖弛の形
成；J（第l 章）のみで、あった．

以上のように， 委員が議論を望む内容は多々あり，十分
な議論を行なうように求めた （第2,3回総詐酌ものの，その
ような議論を求めた委員数は少数であり， 総計審， 都市マ
ス策定委それぞれ3凪4回の予定通りの回数で審議が終丁目
した3

),7),
10） ＿ 最終の第3回総言十審（2003.l）では，賛成14名， 反

対2名，棄権l名の賛成多数で原案を承認した． ただし， 欠
席者数が10名，委員の4割弱と多し 、 ことに留意が必要である．
都市マス策定委で、は賛否は採られなかった．

なお，本案件は都市計画決定ではないので都計審への諮
問地記須ではなく， 都計審ハ諮問はなされなかった． 都市
構造を大きく変化させうる調整区域での大規模開発， その
許可を目的とした都市マス改訂に関し， 都計審への諮問が
市長の裁量であることについては問題を指摘できょう． こ
れは，(l）節の制度濁尺の課題ともいえる． これに関連して，
一部委員が都市マス策定委と重複してし 、るため都計審も関
与したとの見方もある． しかし， 共通委員が都計審を代表
しているわけではないため， この見方は説得力を欠こう．
(3）政策判断の根拠ゆ不透明性

(2）節で述べたように， 総計審， 都市マス策定委では， 市
長の政策判断に至った経緯や検討内容を提示するよう再三
要求があった． これ関し事務局は， 第2回総計審で町市で
の）議命の結果は相当な資料になる． 関係各課から全て上が
ってきたものを示すのは難しい． 関係各課と企画課， ある
いは総合計画の中にそれぞれの専門部会がある．部会と担
当課での議論を経た上で策定会議がある． このような競命
の結果が諮問案であるのでご理角朝買きたしリ旨の回答をし
1
0），政策判断の経緯と検言ザ司容は提示されなかった．

また， 市長のイオン容認表明。002.7）の根拠となった「寿
屋再生の見込みが立たない」 との判断に至る市の確認作業
は休日を含む2日間のみです子なわれた（3）＿この確認のあり方
は， 損害賠（賞請求訴訟の中で大きな論点となった．
(4）他計画や運用指針との整合性

イオン出店容認の判断およU喉1合計画， 都市マスの改定
案に対しては，出企の県の整・開 ・ 保のみならず， それま
での市の都市計画や中心市卸断↑封じ計画， さらに都市計
百運用指針等との整合性も議論の対象となった．
(I)総合計画審議会での議論10

)

第 l 回総言曙では，委員から調整区域内で大規模商業施設
立地を許容することへの懸念が表明された．第3回総計審で，

「中心市街地の活性・再生が全国的な課題となっている中
で， 中心市街地活性化法（以降， 中活法）， 大店立地法とし 、

うまちづくり3法の中の2つに矛盾するような方向で， まち
づくりに対する手当てが明確でないまま結論を出していい
のか」 と樹高されたが， 事務局は 「中心市倖地のまちづく
りには一層の整備を図る」とし議論がかみ合っていない．
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(II)都市マスタ ープラン策定検討委員会での言語配
都市マス策定委で、も， 「過去20年間，調整区域で開発を認

めて来なかったこととの整合酌（第1町 「中心市街噛舌性
化との整合出（第1,2,3町， 「県との調塾（第2町に関して
意見が表明されている．

これに対し事務局は 「中心市街制舌性化については積極
的に取り組む」とした上で， 「中活法と都市マスとの直樹句
な関連性はない」との立場を表明した（第l町． また， 県と
の調整については，「宮崎広域都市計画とし、う意味では県と
の関車もあるので，連絡音暗室を図りながら進めている． た
だし， 手続き上， 法的にイ立置づけられた調整はない」 とし
た（第2町． つまり， 市は， 市域を越える商圏を持ち， 周辺
市町の商業， 土糊｜閉そ樹止等に多大な影響を与えうる郊
外型ブ胡榔Cの立踊午可に関し， 都市計画の 「広域性・総
合｜白よりもf法的な手続きJを強調したと言える．
（皿）審査青求の争点となった整合性

審査請求の請求人の主張と， それに対する市の弁明につ
いては阿部りの整理を簡単に紹介するに止める．請求人は，
中活法， 都市計百運用指針， 整 ・ 開 ・保との整合性に関し
異議を唱えている． これに対し市は， 「都市計画法34条10
号イは中活法とは関係なし、」「市は一定の秩序を持って運用
しており， 運用指針に沿う」 「都市マスは， より生出戒に密着
した立場から県の整・開・保に即して主榊句に定めたもの」
とし， 「都椅十画法， 同施行令， 同施行規則，宮崎市大規模
開発運用基準は， 中心市街地の商店街の保護については何
ら言及するところがなしリ ・「中活法は，都精十画法の開発行
為の許可制度と共通の目的を有しているとは認めがたしリ
との主張を行なった3),11)_

開発審査会は「審査請求人の主張する経済自句利益は・・ －

個人自句利益として保護された利益とは言えない ・ . J l羽と
し， 審査適格なしとして請求を却下したο004.11）. すなわ
ち，審査会でも整合性に関する審議がされたわけではない．
(5）人的資源上の制約

(2）節で、は総計審と都市マス策定委の運用について述べ
たが，地方部における人的資源の制約上， 特に都市マス策
定委の委員のほとんどが総計審委員と重複している実態が
ある． 表－ 2は， 2つの諮問機関の他，都計審， 開発審査会
の委員構成を整理したものであるが， 都市マス策定委員13
名中山名は総計審委員を兼任している． なお， 都言惇華に着
目すオもば， 委員20名中7名が総計審を兼任している．都計審
の学識経験者3名は総計審，都市マス策定委との兼任である．
このような状況下では，総合計画と都市マスの整合性は人
的には図られやすいが， 反面， 都市マスの内容に独創性や
深まりを求めることは困難な可能性が高いと言える．

次に，3つの諮品嚇関の学講師韮験者の専門分野を表－ 3［こ
整理する． 総計審， 都市マス策定委いずれにおいても， 都
市言十画・交通計画を専門とするものはl名（兼任）のみであっ
たまた， 総計審への諮問は「総合計画の一部改訂」 であ
ったため，， マーケティングキ経済政策に関する専門的議論
がなされることはなかった．

（社）日本都市計画学会都市計商論文集 No. 41-3 2006年 10月
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マーケ子ィング

経済政策 。

土質力学 o I 委員長 ｜委員長
美学 O I 。

都市計画 ・ 交通計画 o I 。 I o 
注）01ま委員を示す

また， 表－ 2には開発審査会についても言国主している．
会長の専門はコンクリ ー 卜工学であり， 同審査会に都市計
画関係の学講権験者がし、ないことを確認してしも．

これらは，梶原ら13）が明らかにした市町村都計審におけ
る専門家確保の困難性について， 宮崎市の他の審議会や委
員会についても共通していることを示す．
(6）開発審査会の位置づけ

開発許可フ
。
ロセスの最糊句な位置にある開発審査会は，

都計法34条第10号イに関わる開発行為の許可を審査すると
ともに， それに対する不服申し立ての審査を行なうことと
なった． すなわち，審査会は自身の決定に対する不服を自
身で審査したものであり， 市， 審査請求者の双方にとって
の公平性の観長から疑問が残る制度とし、える． また，指企
のように審査会には都市計画関連の専門家が不在である．
このことは， 審査会も次章で述べる審議会等と同様の問題
に， 中立性・専門性に課題を抱えていることを示す．

4.智議会等のシステム改善に関する考察
(1）諮問機関等の制度と運用の関係

2章， 3章で明らかにしたように， 開発許可プロセスには
多様な主体が関係している． 本章では， この中で特に審議
会等のシステム改善について論じるが， まずは， 本プロセ
スに関わる主体と関与の仕方について整理しておく．

図－ 2は開発許可に至るプロセスにおける各主体の関係
を整理したものである． 市との関係において各主体の具体
的なアクションがあった場合は実練の矢印で， 関係はある
が関与がなかったものを破線の矢印で結んだ．図のように，
市街化区域編入や用途地域制， 開発許可制度， また農地転
用など農地に関する諸制度lこ加え，市総合計画，市都市マ
ス， 県の区域マスなどの各委員会， 地元商店径漣合会 ・協
議会などの団体，それに土地所有者，周辺住民， さらに県，
市長・市行政部局など個別の立場が栴生する． この他， 一

般市民も多く桐生するが， 図で、は関与があった主体に関し
整主主している．

図より， 行政部局は， それぞれの所掌の範囲内において
市長の意向にj合った 「制度の潤尺」「整合性の角朝日」を出句
に払曜が無いよう組み立て，その上で 「諮問機関等の運用」
を行なったことがわかる．
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以上を踏まえると， 前章の課題の多くは市長 ・ 行政各部
局と諮FJ機関等の関係のあり方の問題として集約できる．
(1）～付）節の問題は，総計審，都市マス策定委で言語命の内容
が予め限定され，議論や資料が十分か否かは事務局が判断
したことに起因している． これに，（ 5）の制約条件の中で首
長がイ壬命する諮問機関等の専門性の脆弱さが相まっている
と言える． すなわち， 本事例は審議会の寸舶な設置目的
のa）政策立案または行政判断のチェックと公定化， b）関
係各界の利害調整，c） 専門的知識の導入のうち，a）やc）に
関する機能が寸分果たされなかったと言えよう．

他方，現行制度では審議会等の運用の仕方は首長の裁量
の範囲内であり， 以上のような問題を回避しうるような運
用の仕方も可能で、あったと言える．しかし，今回の事例は，
審議会等に期待されている上記a）～c）の役割の具体的内容
や砲支を， 首長 ・ 行政部局が裁量の範囲内として決定でき
たことを示している． 上記a）～c）が，現代の都市計画に求め
られる方向であるとするならば， 今回のような事例に審議
会等や何らかの外部組織によって歯止めをかける倣Eみは
必要であろう．

もとより材高は， 今回の市長の政策判断内容の是非を論
ずるものではなく， 賛否両論の多し事項が当該自1剖本の首
長と行政部局の関係の中で判断され， 決せられる手続きが
可能であることの問題を指摘するものである． つまり， 本
稿の論述は，行政が持っさまざまな都市政策に関する手続
きや制度の運用に関する主体性 ・ 自治性は尊重しながらも，
外部または周辺， あるいは県など広嚇句，客観的判断を注
入させる仕才且みの必要性を指摘するものであるω なお，
前甫6）の開発審査会も概ね同様の問題を持っと言えるが，
政策判断，施策決定上での諮晶守機関等の分析とし、う本研究
の趣旨からは仕す苛もるので，ここでは取り扱わない．

以上を踏まえ，次に諮問機関等のあり方に関し考察する
ものであるが， ここでは宮崎市の事例において最も重要な
位置を占めた総計審を中心に議論し，必要に応じて他の諮
品号機関等に関する議論を行なう．
(2）中立性・専門性の確保

上述のa）政策立案または行政判断のチェックと公定化と
は，政策判断や施策の内容およひも判断・施策立案過程に中
立的立場の第三者機関によるチェックを介在させることで
あり，それを審議会をはじめとする諮問機 関等が担ってい
ると解釈できる． また， c）の専門的知識の導入への対応に
ついては， 主として学識経験者にそれを期待している．

a), c）のいずれにしても，その機能が高度に発揮されるた
めには，審議会に事務局からの中立’｜世勾が求められること
は明らかであろう． この点に関し， 審議会の主体性を高め
る方策として建議がある． たとえば「諮問内容に関する建
議」という方法も考えられる． 建議については，平成14年
の都市計画法改正で都計審に位置づけられたが， 地方自治
法にその規程はなく， 少なからずの自1体で比総計審条例
の中に建議を明記しているところである14） ＿ ただし宮崎
市総計審条例には位置づけられていなかった．無論，市町

（社）日本都市計画学会都市計画論文集 No. 41 3 2006年 10月
JournαI of the City Plα1,ning Institute o,f'Japan No. 41-3, Octobe1; 2006 

レジャー・宣車拠点の
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開発許可庫地転用申醐
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- ' 承認 （都市マス） ・ 1 

画 一P!i！用主」一一・ 都計審

墾 h聞せで蘭憲・興ビジョン策定委 i m －－••ーーーー ー
糾 ｜ ｛蘭黛復興ビジョン） i 画 l改町せず4一一ー一一一・中活Ii本計画簸定安

要 ｜ ｛中越本計画）

責 .I 削転用時
｜ 許可

付輯
一一一→市 ・ 開発審査会

開発許可

※網衝けは策定終了時で解散していたことを示す

図 － 2 開発許可に至る各主体の臨磯市週

県

国

村都言十審での建議がほとんどない実態を踏まえれば 13），建
議が総計審の中立性を確保する必要村士条件であるとは言
えない．しかし中立性を担保する手段の柄主が重要である．

a）の第三者性およひ匂の専門性を困難にするもう 一つの
要因は， 事務局と審議会委員削静授の非対称性である． す
なわち，3章（2）節で述べた資料の不提出に象徴されるよう
に，事務局が持つ↑静R量と審議会委員が持つそれとの聞に
大きな差があり， これが審議会の中立性の障害となってい
る（り次節で述べるように委員に専門家を確保することも
重要であるが， 前東5）で述べたように，地方ではそれにも
限界がある． これを解消する方策としては， 審議会委員の
資質向上のための取り組み，参考人等の専門家の招致制度，
審議会から事務局への資料請求権付与等が考えられる （η．
ただし前2者については，都計審でオづ士に活用されていな
いことを梶原ら13）が明らかにしている．建議と同様， この
ような制度を活用しやすくする手だてが必要で、あろう．

なお，審議会の中立性・専門性は公開性の向上と側子で
進めるべきとの指摘がある20) しかし本事例比総計審， 都
市マス策定委の議事録は公開されており， 公開性向上だけ
では中立性 ・ 専門性の確保は難しいことを示している．
(3）委員任命システムの改善

中立性に関するもう一つの議論として， 委員の選任方法
がある． たとえぽ佐藤）は，審議会が「行政の隠れ蓑Jとの
批判を受ける要因として委員の人選が行政機関の裁量によ
ることを挙げている． また都言行審に関しても， 大村ら lめや
吉武らlηが同様の指摘をしている（8）.このような臆念，批判
を払拭するためには，選考基準を明確化し，「行政機関の裁
量の部分をできる限り客観化， 透明化する必要がある．
特に，学講騒験者については諮問機関内での影響力が強い
こともあり，客観化， 透明化が一層求められる．

なお， 諮問機関等相互の独立性については議論が分かれ
ようが，兼任委員が多くなると複数の諮品嚇関を設置する
意義が薄れることは明らかであろう． この意味では，兼任
を許容する理由や許容悶支に関する説明責任が求められる．
(4）水平的 ・ 垂直的整合性の確保

計画ぞ婚旅聞の整合性の角献が分カれる場合，それを厳
密に半！断することは難しい． しかし， 様々な立場キ観財ミ
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らの解釈特輸を出し尽くすことは必要と言え， それが可

能な環境が確保される必要がある． さらに，議論が分かれ

た場合に最終栽定を行なうシステムが必要である

本事例においては，議論が十づテ性の判断， 裁定ともに事

実上， 事務局主導で行なわれたと言える． これらの判断自

体を審議会が主体的に担うととも考えられる． これは（2）節

の中立性の議論に帰着する．

ただし， 周辺自治体や上位レベルの政府の諸計画，政策

との整合性については，開系主体が多様であるために， 一

自治体の審議会の判断に収まるもので、はない． この点に関

し平成18年の都市計画法改正では， 県が関係市町ヰ材も意

見を聴取する道筋を用意しておりI），福岡県では，大規模集

客噛設立地にっし、ては県の都言暗を活用することを検討し

ている18） ＿ したがって，都市計画の内容に関しては水平的・

垂直的調整の可能性が増す方向にある． もちろんこの場合
も， 都計審の中立性と専門性が確保されることが前提であ

ることは言うまでもない．他方， 総合計画には水平的・垂
直的調整の倣且みが不在のままである． なお， 複数の市町

中、澗， より広樹切こは都道府県間で、調整がつかない場合，

最終裁定として国の介入権19）も検討の必要があろう．

(5）都市マスタ ープランと都市計画審議会の関係

総合計画の策定においては総計審およひ帯会の議決が必

要であるが， 都市マスは制度上， 都計審や議会の議決は必
要ない． 都市マス出総合計画の下位計画であり，総合計画

に即して定められることから， 通常はこのような策定方法

でも差支えない． しかし， 今回の事例のように広域的にも

影響を及ぼしうる具体的開発プ口 、ジェクトを容認するため

に総合計画を改訂する場合には， 都市マス改訂に都計審が

介在しないことを許容する現行の制度は検討の余地があろ

う（到． 総合計画の10年を上回る20年後の将来像を描く都市

計画のビジョンの策定には， 都市計画に関し審議する法定

の諮再嚇闘が関与すべきであろう．併せて， 周辺自治体や
県の都計審との制度的な連携も検討されて良い．

5. まとめ

持命文をまとめると以下のとおりである
I）宮崎市市街化調整区域への大型SC立地許可のプロセス

を整理すると共に， 特に都市政策の手続きの観点から総

合計画審議会等の諮問機関のあり方を考察した．

2）本事例における開発許可プロセスの糊数は，①市の判断

を先行させる制度選択，＠糟品嚇関等への諮問の内容と

運用の特異性， ③政策判断の根Wコ不透明性，④他計画

明軍用齢十との巧警合， ⑤人的資源よの常的， ＠開発審

査会の位置づけの6点に集約される． 本事例は，地方自

治の原則の下で広域的整合性に関する県の関与がなく，

諮rJ可機関等のチェック機能も働かず， 市の意向を貫くこ
とができた得た事例と言える．

3）以上より，都市政策に関わる諮巴可機関等の体系における

総計審を中心とした審議会のあり方に関し，q審議会の

中立性・専門性の確保，＠凄員任命システムの改善， ③
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計画の水平的・垂直朕盛合性の確保， およひ琶湖市マス

タ ープランの位置づけの強化の改善策が必要と言える．

(I）大店立地却こよる届仕官では耕宙研歳。7,869m2であるこ明自主開発
許可で市道になった部分に起歯すると考えられる．ま た，勝臨用の実橡
となる直繭は175,893ぼである，n 一種勝併土伊崎献の仕方古溝柑去施
行令漁の13第向から3号制直用可否切争点となった．

(2）当地図土，日夜凶押の劃崎市農業仮興地対遊惰個におし、て白地として
位置づけられ以降農業基盤整備はなされていない．

(3）市ば7月14 日（ 日）夕方に出店意向者に連絡を取り，翌日日（月）に実堅実に面会
できた7f.士1.5フロアをもって再開の目捌2立たなし、と湘断しが．

(4）鴻'11）のように，剖画策由説場務肋噛呆されている謹桧柑子なうべきと
の考えもある本稿はき見行併慌て位置づけられる諮問委員会等の活用改

善を櫛サしたもので，こ のような議会の位置づけを否定するものではない．
問より強力な第三者也帯粧広権保のために は諮問樹調でなくJ抽立

他のある外脚湾鯛¢哨射犠封鎖倒蛮｛凶考えられる ここでは諮
払腎鰯駒滞線基みで叫繍旬剣七の意味で，「中立也の語を用し、る

(6）情駒コ期摘牲は行政と一般住民進出企業と紺尻商店街と の目冊、にも
当てはまる．さ ら に文臨）で紹介されたように，進出企業と地元商店街の
資本的大きさ にも劃2あり，マスコミを通じた広告など州開戦略にも差
が出てくることになる．

（η資事情青求と関車し，事務局fjiJ血税務動句な情報提供姿勢も求められる文献
15）は行政と住即ヲ信頼関閑穆おこl:l布財則の自胡旬なl静胎f期王必要と
樹筒してし、るが，これJ士事務局と審議絵の聞にも成立しよう

(8）本朝ij(:切諮問蝦駒場員本献の贈与を 論じるものではなしが，市貯コ
政策半駒市有に間援された市民フォーラムにおいて，総計務委民都市 マス
策定委員主主寸間審会長）が出店に賛成したことは出財1必要であるー

(9）宮崎市では平成悶年U潮時マス策定，中心市部位副全世乞桔悟野綻の
し γ斤Lも都計審が関与していなし、目
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